
令和年月日 月曜日 (第号付録) 月目録官 報
一
八
二

円
借
款
の
支
出
期
間
の
延
長

に
関
す
る
日
本
国
政
府
と

フ
ィ
リ
ピ
ン
共
和
国
政
府
と

の
間
の
口
上
書
の
交
換
に
関

す
る
件

二
四

二

一
八
三

円
借
款
の
支
出
期
間
の
延
長

に
関
す
る
日
本
国
政
府
と
カ

ン
ボ
ジ
ア
王
国
政
府
と
の
間

の
口
上
書
の
交
換
に
関
す
る

件

二
四

二

一
八
四

シ
エ
ラ
レ
オ
ネ
共
和
国
政
府

に
対
す
る
贈
与
に
関
す
る
日

本
国
政
府
と
シ
エ
ラ
レ
オ
ネ

共
和
国
政
府
と
の
間
の
書
簡

の
交
換
に
関
す
る
件

二
七

七

一
八
五

円
借
款
の
支
出
期
間
の
延
長

に
関
す
る
日
本
国
政
府
と

カ
ー
ボ
ベ
ル
デ
共
和
国
政
府

と
の
間
の
口
上
書
の
交
換
に

関
す
る
件

二
七

七

一
八
六

一
八
七

返
納
を
命
じ
た
旅
券
を
無
効

と
す
る
件

二
七

七

一
八
八

円
借
款
の
供
与
に
関
す
る
日

本
国
政
府
と
ナ
イ
ジ
ェ
リ
ア

連
邦
共
和
国
政
府
と
の
間
の

書
簡
の
交
換
に
関
す
る
件

二
七

七

一
八
九

紛
失
又
は
焼
失
の
届
出
に
よ

り
失
効
し
た
旅
券
の
告
示

二
七
154
三
〇

一
九
〇

二
千
六
年
の
国
際
熱
帯
木
材

協
定
の
有
効
期
間
の
延
長
に

関
す
る
件

二
八

四

一
九
一

千
九
百
七
十
年
六
月
十
九
日

に
ワ
シ
ン
ト
ン
で
作
成
さ
れ

た
特
許
協
力
条
約
に
基
づ
く

規
則
の
修
正
に
関
す
る
件

二
八

四

〇
財

務

省

一
四
六

一
四
八

政
府
資
金
調
達
事
務
取
扱
規

則
第
五
条
第
十
一
項
の
規
定

に
基
づ
き
発
行
し
た
政
府
短

期
証
券
の
発
行
条
件
等
を
告

示

七
138
二
〇

一
四
九

国
債
の
発
行
等
に
関
す
る
省

令
第
五
条
第
十
一
項
の
規
定

に
基
づ
き
発
行
し
た
割
引
短

期
国
債
の
発
行
条
件
等
を
告

示

七
138
二
一

一
五
〇

一
五
一

政
府
資
金
調
達
事
務
取
扱
規

則
第
五
条
第
十
一
項
の
規
定

に
基
づ
き
発
行
し
た
政
府
短

期
証
券
の
発
行
条
件
等
を
告

示

七
138
二
二

一
五
二

一
六
一

国
債
の
発
行
等
に
関
す
る
省

令
第
五
条
第
十
一
項
の
規
定

に
基
づ
き
発
行
し
た
利
付
国

債
の
発
行
条
件
等
を
告
示

一
一
140

六

一
六
二

一
六
四

国
債
の
発
行
等
に
関
す
る
省

令
第
六
条
第
十
一
項
の
規
定

に
基
づ
き
発
行
し
た
利
付
国

債
の
発
行
条
件
等
を
告
示

一
一
140
一
三

一
六
五

一
六
七

個
人
向
け
国
債
の
発
行
等
に

関
す
る
省
令
第
四
条
第
十
四

項
の
規
定
に
基
づ
き
発
行
し

た
個
人
向
け
国
債
の
発
行
条

件
等
を
告
示

一
一
140
一
四

一
六
八

富
山
県
及
び
石
川
県
に
お
け

る
関
税
に
関
す
る
申
請
期
限

等
を
指
定
す
る
件

二
一

四

一
六
九

国
債
証
券
買
入
銷
却
法
第
一

条
の
規
定
に
よ
る
国
債
の
買

入
消
却
に
関
す
る
件

二
八
155

〇
財
務
省
、
厚
生
労
働
省

二

株
式
会
社
日
本
政
策
金
融
公

庫
法
施
行
令
第
八
条
第
三
号

の
規
定
に
基
づ
き
主
務
大
臣

が
指
定
す
る
感
染
症
等
を
定

め
る
件

二
八

五

〇
財

務

省
、
厚
生
労
働
省
、

農
林
水
産
省
、
経
済
産
業
省
、

国
土
交
通
省

一

中
小
企
業
団
体
の
組
織
に
関

す
る
法
律
施
行
規
則
第
六
十

五
条
第
三
号
及
び
第
五
号
の

規
定
に
基
づ
き
、
主
務
大
臣

が
指
定
す
る
社
債
等
の
一
部

を
改
正
す
る
告
示

七

五

〇
財

務

省
、
厚
生
労
働
省
、

農
林
水
産
省
、
経
済
産
業
省
、

環

境

省

九

容
器
包
装
に
係
る
分
別
収
集

及
び
再
商
品
化
の
促
進
等
に

関
す
る
法
律
施
行
規
則
第
七

条
の
四
第
一
号
イ
及
び
ロ
の

規
定
に
基
づ
く
主
務
大
臣
が

定
め
る
市
町
村
を
定
め
る
件

及
び
容
器
包
装
に
係
る
分
別

収
集
及
び
再
商
品
化
の
促
進

等
に
関
す
る
法
律
第
二
条
第

六
項
の
規
定
に
基
づ
き
主
務

大
臣
が
指
定
す
る
保
管
施
設

を
指
定
し
た
件
の
一
部
を
改

正
す
る
告
示

二
八
155

〇
財
務
省
、
農
林
水
産
省

一
五

株
式
会
社
日
本
政
策
金
融
公

庫
法
附
則
第
三
十
五
条
の
規

定
に
基
づ
き
、
同
条
の
主
務

大
臣
の
定
め
る
利
率
を
定
め

る
等
の
件
の
一
部
を
改
正
す

る
件

一
九

二

一
六

農
業
信
用
保
証
保
険
法
第
五

十
九
条
第
一
項
の
規
定
に
基

づ
き
、
同
項
の
主
務
大
臣
の

定
め
る
利
息
を
定
め
る
件
の

一
部
を
改
正
す
る
件

一
九

三

一
七

中
小
漁
業
融
資
保
証
法
第
六

十
九
条
第
一
項
の
主
務
大
臣

が
定
め
る
利
息
を
定
め
る
件

の
一
部
を
改
正
す
る
件

一
九

三

〇
財
務
省
、
経
済
産
業
省
、

環
境
省

一

容
器
包
装
に
係
る
分
別
収
集

及
び
再
商
品
化
の
促
進
等
に

関
す
る
法
律
第
十
八
条
第
四

項
の
規
定
に
基
づ
く
自
主
回

収
の
認
定
取
消
に
関
し
て
公

示
す
る
件

一
三

二

〇
国

税

庁

一
三

富
山
県
及
び
石
川
県
の
一
部

の
地
域
に
お
け
る
国
税
に
関

す
る
申
告
期
限
等
を
指
定
す

る
件

一
四

四

一
四

令
和
六
年
能
登
半
島
地
震
に

よ
る
災
害
に
関
し
、
租
税
特

別
措
置
法
第
八
十
六
条
の
五

第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
国

税
庁
長
官
が
定
め
る
日
を
定

め
る
件
に
お
い
て
、
別
途
国

税
庁
告
示
で
定
め
る
こ
と
と

さ
れ
て
い
る
日
を
定
め
る
件

一
四

四

一
五

国
税
通
則
法
第
百
二
十
三
条

第
二
項
に
規
定
す
る
手
数
料

の
納
付
を
現
金
で
す
る
こ
と

が
で
き
る
事
務
所
を
指
定
す

る
件
の
一
部
を
改
正
す
る
件

二
七

八

〇
文
部
科
学
省

六
四

学
校
法
人
の
寄
附
行
為
及
び

寄
附
行
為
の
変
更
の
認
可
に

関
す
る
審
査
基
準
の
一
部
を

改
正
す
る
告
示

二
一
149
五
六

六
五

大
学
、
短
期
大
学
又
は
高
等

専
門
学
校
を
設
置
す
る
学
校

設
置
会
社
に
関
す
る
審
査
基

準
の
一
部
を
改
正
す
る
告
示

二
一
149
六
三

六
六

学
校
教
育
法
施
行
規
則
第
百

五
十
条
第
四
号
に
規
定
す
る

大
学
入
学
に
関
し
高
等
学
校

を
卒
業
し
た
者
と
同
等
以
上

の
学
力
が
あ
る
と
認
め
ら
れ

る
者
を
指
定
す
る
件
の
一
部

を
改
正
す
る
件

二
六

二

六
七

所
得
税
法
施
行
令
第
二
十
八

条
第
一
項
の
団
体
を
指
定
す

る
件
の
一
部
を
改
正
す
る
件

二
八
155

〇
文

化

庁

一
六

史
跡
を
管
理
す
べ
き
地
方
公

共
団
体
を
指
定
す
る
件

二
四

三

〇
厚
生
労
働
省

二
一
三

安
全
衛
生
特
別
教
育
規
程
の

一
部
を
改
正
す
る
件

三
133
一
一

二
一
四

雇
用
保
険
法
第
二
十
四
条
の

二
第
一
項
第
二
号
の
規
定
に

基
づ
き
厚
生
労
働
大
臣
が
指

定
す
る
地
域

五

一

二
一
五

厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
外

国
人
雇
用
状
況
の
通
知
の
様

式
を
定
め
る
件
の
一
部
を
改

正
す
る
件

七
138
二
二

二
一
六

使
用
薬
剤
の
薬
価
（
薬
価
基

準
）
の
一
部
を
改
正
す
る
件

一
三
142

一

二
一
七

富
山
県
及
び
石
川
県
の
一
部

の
地
域
に
お
け
る
事
業
主
掛

金
及
び
企
業
型
年
金
加
入
者

掛
金
に
関
す
る
納
付
の
期
限

を
指
定
す
る
件

一
四

四

二
一
八

富
山
県
及
び
石
川
県
の
一
部

の
地
域
に
お
け
る
社
会
保
険

料
及
び
労
働
保
険
料
等
に
関

す
る
納
期
限
等
を
指
定
す
る

件

一
四

四
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